























































員が増えていくことが考えられる。                                                                                        




















































































育児休業を取得しない理由として「職場に迷惑をかける」（男性約 50％、女性約 31％）、とい  
った教職員の気兼ねなどがあったという意見が多く寄せられる一方で、周囲の教職員には「積極
的に協力したい」（男性 67.8％、女性 76.0％）という声もありました。 
－ 24－

















ために～」平成 28年４月、長崎県教育委員会 Ⅲ参考資料、職員アンケート結果１８  
「特定事業主行動計画策定にかかるアンケート結果」は県立学校の全職員を対象としており、
回答数は 2805件（女性 1044）で、そのうち教育職にある女性回答は 965(女性回答全体の 92.4％
を占めている)である。女性全体の年代割合は、20代が 85（8.1％）、30代が 253（24.2％）、40




































































































































































































家事」（男 247、女 174）、「固定的性別役割分担」（男 62、女 135）となっている。 
１５ 対象は府教委が任命する教職員（教育庁及び公立学校以外の教育機関の教職員を除く。）なお、
平成 26年の府立学校の女性教員は、高等学校は 2806人、支援学校は 1646人である。事務等








１８ 調査期間は平成 27年 12月 16日から 28日まで。調査方法は WEBによるアンケートによる。 
１９ 高島裕美「教員の職場における『ジェンダー・バイアス』―女性教員の職務配置のあり方に
着目して―」『現代社会学研究』第 27巻、2014年、37-54頁。 
２０ 文部科学省「学校教員統計調査 平成 22年度」 
２１ 『HATOプロジェクト 愛知教育大学 特別プロジェクト 教員の魅力プロジェクト「教員の仕
事と意識に関する調査」』愛知教育大学、ベネッセ教育総合研究所、2016年２月 13日、「２. 
自分自身の評価、職場の様子」８頁、「８．教育改革や取り組みに対する賛否」19頁。 
２２ 高島、前掲 17）49頁。 
